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「道路課金・交通マネジメント～維持更新時代の戦略的イノベーション～」根本・今西編著 

1部 道路課金・交通マネジメントの基本的な枠組み 

１章「維持更新時代の道路課金・交通マネジメント」 

２章「道路課金システムとは」 

３章「大型車交通管理とは」 

2部 諸外国における道路課金 

４章「シンガポール、ロンドン、ストックホルムにおける混雑緩和を目的とした道路課金」 

５章「米国における渋滞緩和を目的とした道路課金」 

６章「米国における財源確保を目的とした道路課金」 

７章「欧州における大型貨物車課金」 

８章「道路課金システムの相互運用」 

９章「対距離課金による経済的影響」 

3部 諸外国における大型車交通マネジメント 

10章「米国における大型車交通マネジメント」 

11章「欧州における大型車交通マネジメント」 

12章「豪州における大型車交通マネジメント」 

13章「韓国における大型車交通マネジメント」 

14章「設置型重量計と車載型重量計の技術と規格」 

15章「貨物車の運行管理の国際標準化と各国の規制動向」 

4部 我が国における道路課金と大型車交通マネジメントの動向 

16章「首都圏における物流施設立地動向と大型車走行の現状」 

17章「首都高の距離帯別料金の評価」 

18章「損傷者負担を考慮した高速道路料金の検討」 

19章「日本における大型車交通マネジメント」 
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維持更新時代の道路課金・交通マネジメント 

大型車交通マネジメント

道路老朽化、新直轄供

用延長増加

道路の長寿命化
によるライフサ

イクル費用節減

ドライバー不足、海上
コンテナ輸送ニーズ、

減らない過積載

高速道路

ネット

充実

首都圏

三環状など

道路課金による財
源調達（一般道を

含め）

過積載取締り
強化、通行規

制

車載器：ETC車載器、GPS受信機、デジタコ、車載型重量計、急加減速・急ハンドル認識装置

路側装置：DSRC(ETC）通信装置、ナンバープレート自動認識システム、設置型重量計

信号・通信網：携帯電話通信網、GPS衛星網

交通事故を防止しつ
つ、トラックを大型

化

更新費用の確保

特車手続き簡
素化、通行許

可基準緩和

ネットワーク有効活
用（混雑平準化、環

境保全）

道路課金による交通
環境改善（混雑課金

など）

背景

政策

ITS技術

目的
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政策手段としての道路課金・交通マネジメント 

 

政策手段         目的 

 

道路課金        財源調達 

 

交通マネジメント     交通環境改善 

 

道路課金と交通マネジメントの組み合わせで、効果的に交通環境改善 
e.g. 通勤相乗り奨励のための多人数乗車レーン（HOVレーン）の一人乗車車両 
への有料開放（HOTレーン） 
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道路課金とは 

• 道路課金とは、財源調達・交通環境改善のた
めに、道路の利用に応じて（1回あたり、一定
期間、対距離）、料金を徴収する仕組み 

  e.g.有料道路、エリア（コードン）プライシング、定額
利用証（ビニエット）、対距離課金 

• 類型と導入事例 都市（圏）内 高速道路 全道路 

大型車 ドイツ（国道も） 
ロシア 

スイス 
イギリス 
ベルギー 

全車種 
 

シンガポール 
ロンドン 
ストックホルム 

日本 
フランス 

ドイツ（乗用車はビニ
エット） 

（シンガポール次世
代？、オランダ断念） 
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道路課金の動向 

固定料金 対距離課金 

インフラ費用の
回収（維持更新
の財源調達） 

橋/ﾄﾝﾈﾙの通行料金 
 ・ノルウェー等各国 

 

ユーロビニェット 
 ・英国（大型） 

 ・旧東欧（乗用車） 

有料高速道路 
 ・南欧諸国など 

 

大型車対距離課金 
 ・ドイツ、オーストリアなど
9か国 

混雑緩和、環境
改善（効率的な
道路利用） 

混雑課金（社会的限
界費用） 
 ・シンガポール 

 ・ロンドン 

 ・ストックホルム 

大型車対距離課金 
 ・スイス、ベルギー混雑費用
加味、(フランス無期延期) 

全国全車種対距離課金 
 ・(オランダ導入断念）、 

（シンガポール導入計画中） 
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海上コンテナでの輸送を想定した場合の重量課金（算定例） 

実重量（トン）
〇過積載のインセンティブを削ぐ総重量による高速道路料金（広東省の課金方法）。 

〇ISO 規格40フィート海上コンテナのフル積載総重量44 トンを想定（図中では、ト
ラクタ7トン、トレーラ5トン、コンテナ（空）5トンの計17トンを差し引いた実重量27トン
を超えると過積載） 

課金単価（元/km)
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交通マネジメントとは 

交通マネジメントとは交通環境改善のための規制
的手法 

• 交通規制 

e.g.大型車(環境非適合車)通行規制、大型車誘導区間、
地区内速度規制 

• 交通管制制御 

e.g.高速道路への車両進入制御（ランプメータリング含む） 

• 需要マネジメント 

e.g.通勤相乗り奨励 
交通マネジメントは混雑緩和を目指したロードプライシング（混雑課金：狭義の道路
課金）などの経済的手法を含め定義される場合もあるが（新谷（1993））、本書では
両者の違いをはっきりさせるため、道路課金は独立して扱う。 
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自由走行できる最大総重量の推移の国際比較 
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首都圏の大型車誘導区間         メルボルン周辺のB-double 走行可能道路 

緑は走行可能道路 

赤は規制している道路 
出典：ビクトリア州ホームページ 

青は自動車専用道路の大型車誘導区間 
赤は一般道路の大型車誘導区間 
 
出典：国土交通省ホームページ 
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 ITS・IoT技術を組み合わせた情報プラットフォーム 

路側装置：DSRC、ナン
バー自動認識、重量計

アプリサービス・プロバイダー

道路管
理者

道路利
用者

料金請求

料金支払

特車申請

特車許可

認証
安全運行支援、
ナビ、日報作成

車載器：ETC、GPSデジ
タコ、自重計、センサー

道路と車のセンサーから得られた情報をインターネットを通じて共有し（IoT)、 
各種のアプリで活用。共通のプラットフォームで道路課金・交通マネジメント 
     e.g. リアルタイムの混雑状況に基づく動的課金 
        高速入り口で計測した総重量による高速道路料金 
        ITSを活用した大型車通行許可、経路モニタリング、エコ運転支援 



米 欧州                      アジア 日本 

1920 
年代 

トンマイル税導入 

1950 
年代 

 

  22州に増加 

     

 
総重量の制限値緩和 
有料道路（南欧） 

 

 

 

有料道路 

1970 
年代 

1974 トラックルート
（NYC) 

1971 

1985 

大型車パリ通過禁止 

Gロンドン深夜大型規制 

1975 ステッカー混雑課金
（シンガポール） 

1978 環七内側、土曜深夜、
大型車通行禁止 

1990 

年代 

1990 資金調達課金（オスロ） 1998 電子混雑課金（シン
ガポール） 

1993 重さ指定道路（25ト
ン） 

1995 ホットレーン導入 

2000 2001 大型車対距離課金（スイス） 2001 環境ロードプライシン
グ（首都高） 

2003 混雑課金（ロンドン） 

2005 2005 乗用車走行課金実
験（シアトル、ポート
ランド） 

2005 

2006 

2006 

 

大型車対距離課金（独） 
デジタコ義務化（欧州） 
低排ガス地域（ロンドン） 

2007 大型車交通マネジメ
ント（NYC) 

2007  混雑課金（ストックホルム） 

2010 2012 

2014 

WIMによる行政処分（チェコ） 
総重量44トンへの緩和（欧
州） 

 2012   リモートモニタリング
による重量、長さ緩
和（豪） 

2014 大型車誘導区間（特
車ゴールド） 

2015 2016 

2016 

オレゴン州など4州 

ホットレーン10か所 

2016 大型車対距離課金（9か
国） 

2015 高速道路重量料金
（中国） 
過積載重課金 

2016 対距離シームレス（首
都圏） 

2016 長大トラック社会実験 

2020 2019  次世代混雑課金（シンガ
ポール） 

2020 混雑課金？（首都圏） 

財源調達課金 混雑・環境課金   大型車交通マネジメント 

13 
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道路課金を支える理論 

政策１．有料道路料金・大型車対距離課金（交通需要≒道路容量） 
道路管理者が総費用（E+F)を回収→平均費用価格形成 
                          →道路管理者収支均衡 
 
政策2．混雑課金（交通需要 ＞ 道路容量の場合） 
混雑の外部費用（H>（E+F））を課金→社会的限界費用価格形成 
             →建設費（更新費）・維持費を超える収入あり 
  
政策3．閑散割引料金（交通需要 ＜ 道路容量の場合） 
平均費用価格だと高額になるため、維持費（F)のみを課金 
 →限界費用価格形成        →建設費（更新費）分だけ不足 
 
 
＊平均費用＝総費用／交通量   限界費用＝ｄ総費用／ｄ交通量 
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道路課金を支える理論 

政策１．有料道路料金・大型車対距離課金 

 道路管理者が総費用（E+F)を回収→平均費用価格形成 

政策2．混雑課金 

 混雑の外部費用（H>（E+F））を課金→社会的限界費用価格形成 

政策2-1．混雑課金＋減税 

 （社会的限界費用ー平均費用）で自動車関係税を減税 

政策2-2．混雑課金＋道路（レーン）を（またはバスなど）整備 

 道路整備以外に回せる（社会的限界費用ー平均費用）の追加収入を活用 

政策3．閑散割引料金 

 平均費用価格だと高額になるため、維持費（F)のみを課金 

政策3-1．割引料金＋税補てん 

 （平均費用ー限界費用）、すなわち建設費（E）は税で補てん 

政策3-2．割引料金＋交通容量縮減 

 （平均費用ー限界費用）分だけ、更新を断念 

政策4．車種別・ルート別の道路損傷者料金 

 建設費と維持費を回収→平均費用価格形成 

 維持費（F）については車種別・ルート別に道路損傷負担額を算定→二部料金 

 結果的に維持更新費用の安いルートに大型車がシフト→一部ルートは更新断念 

前提：交通容量固定―短期最適 

前提：交通容量可変―長期最適 
15 
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まとめ～本書で検討したい仮説～ 

１）維持更新時代にはITS・IoT技術を活用した革新的な道路課金・
交通マネジメント施策の導入が有効 

２）税を減免し、道路課金の対象となる道路、車両を拡大すべき 
３）状況によって道路課金と交通マネジメントの組み合わせで、より
効果的に交通環境改善が可能 

４）欧米に比べ日本の大型車に関する一般的規制値は見劣り、 
  生産性向上のためトラックの大型化（特車の規制緩和を含め）
は効果的 

５）取締りの効率化のため、ITS、IoTを活用した官民連携の仕組み
が必要 

６）取締りにあっては法令順守車両を優遇する措置は不可欠 
７）2016年からの首都圏新料金（対距離・シームレス）は効果的。混
雑課金・道路損傷者課金を検討すべき 

８）交通容量を拡大・縮減する長期最適化の枠組みで、課金対象、
課金額、課金収入使途を決めるべき 


